
仮訳 
 

 

東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）に係る共同首脳声明 

２０１９年１１月４日、タイ・バンコク 

 

我々、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）構成国及びオーストラリア、中国、イ

ンド、日本、韓国及びニュージーランドの国家元首又は行政府の長は、２０１９

年１１月４日、第３回ＲＣＥＰ首脳会議の機会にタイのバンコクに集まった。 

 

我々は、２０１２年にカンボジアのプノンペンで発出された「ＲＣＥＰ交渉立上

げに関する共同宣言文」、及び、我々の承認の下、現代的な、包括的な、質の高

い、かつ、互恵的な経済連携協定を達成することを約束した、「ＲＣＥＰ交渉の

基本指針及び目的」を想起した。 

 

ＲＣＥＰ交渉の完了は、急速に変化する国際環境を背景に、この地域における開

かれた貿易・投資環境への我々の共同のコミットメントを示すものとなる。我々

は、中小企業を含むビジネス並びに労働者、生産者及び消費者の利益のため、地

域的バリューチェーンをさらに拡大させ、及び深化させることを目指して、協定

を交渉している。ＲＣＥＰは、この地域の将来的な成長の見通しを大いに促進し、

世界経済に積極的に貢献すると同時に、強力な多角的貿易体制を支える柱とし

ての役割を果たし、この地域の各国における開発を促進するであろう。 

 

我々は、２０１３年に始まったＲＣＥＰ交渉の成果について閣僚から提出され

た報告を歓迎した。 

 

我々は、ＲＣＥＰ参加１５か国が、全２０章1に関する条文ベースの交渉及び１

５か国の基本的に全ての市場アクセス上の課題への取組みを終了したことに留

意し、２０２０年における署名のために１５か国による法的精査を開始するよ

う指示した。 

 

インドには、未解決のまま残されている重要な課題がある。全てのＲＣＥＰ参加

国は、これらの未解決の課題の解決のために、相互に満足すべき形で、共に作業

していく。インドの最終的な決断は、これらの未解決の課題の満足すべき解決に

かかっている。 

                             
1 （１）冒頭の規定及び一般的定義、（２）物品の貿易、（３）原産地規則（品目別規則に
関する附属書を含む）、（４）税関手続及び貿易円滑化、（５）衛生植物検疫措置、（６）任
意規格、強制規格及び適合性評価手続、（７）貿易上の救済、（８）サービスの貿易（金融
サービス、電気通信サービス、自由職業サービスに関する附属書を含む。）、（９）自然人
の移動、（１０）投資、（１１）知的財産、（１２）電子商取引、（１３）競争、（１４）中
小企業、（１５）経済及び技術協力、（１６）政府調達、（１７）一般規定及び例外、（１
８）制度に関する規定、（１９）紛争解決、（２０）最終規定 
 


